
大規模地震への対応
～要援護者対策に関連して～



熊本地震の概要

地震名 東北地方太平洋沖地震

発生日時 平成23年3月11日（金）14時46分頃

震源および規模

三陸沖（牡鹿半島の東南東130km付近）

最大震度 ７ 宮城県南部（栗原市）

被害状況（平成25年4月10日現在）

死者・行方不明 18,564名

建物全壊・半壊 398,679戸



■いろいろな立場で意見をいただいている
□要援護者、拠点連絡会、民生委員、町会、防災会

■どうにも煮え切らない議論になっている。その理由
□大震災のイメージが共有化されていない

□前提の違うやりとりになっていて、互いの意図が伝わらない

■そもそもの震災をイメージするのは難しい

■今日はまず震災のイメージを共有化する
□ただし、要援護者への対応と拠点の動きに焦点は絞る

今日の主旨



練馬区で
想定されている被害とは



都内における震度分布の想定

東京湾北部地震Ｍ７．３

東京都防災会議地震部会発表（平成２４年４月）



首都直下地震による練馬区内の被害想定

東京都内全体 練馬区内

震 度 ６弱～７ （２３区内） ６弱～６強

死 者 ９，３３７人 ２１２人（朝５時の場合）

負傷者 １４０，２２７人 ５，３８９人（朝５時の場合）

全壊建物棟数 １１１，８９８棟 ２，６１１棟

火災（出火件数） ７５４件 １２件

焼失棟数
(倒壊建物を除く)

１８２，１８８棟 ２，９６８棟

避難生活者数 ２，０２２，１１１人 ７６，８５９人

東京湾北部地震Ｍ７．３、冬の夕方１８時、風速８ｍ／秒の場合

「首都直下地震等による東京の被害想定」（平成２４年４月 東京都防災会議）より



建物倒壊等による死者：180人
負傷者：5,303人（区内被害想定の最大値）



地震火災による死者：32人（区内被害想定の最大値）



もう一度、確認すると

■死者 210人
■負傷者 5,400人
■全壊 2,600棟
■半壊 14,000棟

■火災 12件
■消失棟数 3,000棟



被災現場にいる自分をイメージしてみる

◆隣の家は全壊し、1階はペシャンコになっている。

◆見渡すと、半壊している住宅がいくつかある。

◆それほど遠くないところ黒煙がみえる。

◆防災無線放送塔から区からの呼びかけが繰り

返し流れている。

■自宅には要援護者がいるが、建物は無事で家

族にけが人はいない。



共通認識に立つためのいくつかの確認

Ⅰ災害時の優先順位
➡災害時には優先順位がある

Ⅱ「避難」という言葉
➡いろいろな場面で使われる

Ⅲ災害弱者
災害時要援護者
避難行動要支援者
要配慮者(災害時要配慮者)

➡言葉の変遷、意味



Ⅰ 発災当初の優先順位①

■住民の命を守ること。このことに防災機関
は全力をあげる(あげようとする)

命を守ることとは＝

①がれきの中から救出
②重傷者の搬送、治療
③命を守るための情報提供
④命を守るための安否確認と
避難行動支援



発災当初の優先順位②

■命を守る活動にも優先順位がある。

例えば、消防の優先順位。消火と救出

消火 >救出

■行政だけではなく、地域も個人も、命を守
るための活動を優先する必要がある。



自助・・・自力で脱出

66.8 %
共助・・・家族や隣近所が救助

30.7 %
公助・・・公的機関が救助

1.7 %

阪神・淡路大震災時
家屋の倒壊で生き埋めや建物に閉じ込められた人を誰が助けたか？

自助・共助の重要性



Ⅱ 避難とは

■命を守るための避難
津波
堤防の決壊 から逃れるための避難
延焼火災

避難所に行く、という避難は含まれない!

■そのほかの「避難」
避難所へ移動する「避難」
「避難」所
「避難」生活 等

避難所へ移動する「避難」と、命を守るための「避難」が混
同され、様々な誤解が・・・



避難生活者：76,859人（区内被害想定の最大値）



避難拠点は自宅の安全が確保できない人が避難し
ます。自宅の安全が確認できた場合は自宅で避難
生活を送ります。

・ライフラインが停止している場合は、避難拠点
で水や食料の配給を受け取ることができます。
・自宅での生活に不安がある方は、避難拠点へ。

避難所への避難は最後の手段



①建物が倒壊するおそれがあるとき
(避難所へ移動する避難)

②近隣で火災が発生し、延焼の危険
性があるとき (命を守るための避難)

③区から避難勧告・避難指示が出さ
れたとき (命を守るための避難)

家屋の安全が確認できた場合は無理に避難する必要
はありませんが、以下の場合は避難が必要となりま
す。

避難が必要な場合



● 『災害時要援護者』とは、大地震などの災害が起こった
時、自力で避難することが難しく、支援を必要とする方々
です。「歩行が困難」「身近に支援をしてくれる人がいな
い」などにより、地域で孤立してしまう恐れがある方々で
もあります。

災害時要援護者とは の説明

例えば どこで誤解するか



Ⅲ 避難行動要支援者

■H7阪神淡路大震災で注目された
災害弱者⇒災害時要援護者

■H16福島新潟豪雨の教訓

災害時要援護者

※集中豪雨時における情報提供及び高齢者等の

避難支援に関する検討会 (内閣府に設置)

■現在の法令、マニュアルでは

避難行動要支援者
要配慮者(災害時要配慮者)



大地震発生時 だれを優先するか

■発災初期は
災害時要援護者？

■発災初期を過ぎると
災害時要援護者を優先した対応

救出、安否確認



発災直後の安否確認・救出救護

■防災機関

■地域？
避難拠点
防災会
地域住民一人ひとり

だれが担うのか



～災害時要援護者対策～



阪神・淡路大震災の教訓

大地震(大きな揺れ)に要援護者は弱いのか



災害時の被害状況①
全人口のうち60歳以上の割合は約30％

全死亡者のうち60歳以上の割合は約65％



災害時の被害状況③ 災害関連死

圧死や焼死のような直接死でない死者

発生日 直接死 関連死

1995/1/17 阪神淡路大震災 5486 919

2004/10/23 中越地震 16 52

2011/3/11 東日本大震災 18446 3523

2016/4/14 熊本地震 50 175



①発災初期、命を守るための避難の支援活動
に活用します。

②一定期間経過後、様々な配慮が必要な要配
慮者名簿として活用します。

■要配慮者に対する支援は、名簿に登録して
いない方も対象です。避難拠点、福祉避難
所だけではなく、在宅避難者も対象です。

避難行動要支援者名簿へ
●『避難行動要支援者』とは、大地震などの災害が起こった
時、自力で命を守るための避難をすることが難しく、支援
を必要とする方々です。

今後の援護者名簿



約83,000人

介護保険の要介護３以上

身体障害者手帳１、２級

愛の手帳１～４度

約21,000人 約63,000人

65歳以上の高齢者一人暮らし

75歳以上の高齢者のみ世帯

約3,500人

精神障害保健福祉手帳１、２級難病の患者

約10,000人

名簿の対象となる方の見込み数

名簿登録者数 ２４，２１４人（平成２９年１１月現在）



～避難拠点～



避難所＋防災拠点＝避難拠点

練馬区立の全小中学校のこと
●避難拠点は、震度５弱以上の地震が起きた場合に

建物の安全が確認されたのち、開設されます。

●阪神・淡路大震災の被害や避難の状況から、
練馬区独自で定めた制度です。

避難拠点とは



④

① ② ③

⑤ ⑥

避難拠点の６つの役割



避難拠点 だれが担うのか

■区の指定職員
■学校の指定職員

■避難拠点運営連絡会の皆さん

■避難者



自分のことは

自分で守る

自助 共助

公助

地域のことは

地域で守る

行政や防災関係機関による防災活動

被害を最小限に抑えるための３本柱



すべては、

ことから、
始まります！

自分の身を守る


